
朝霞市都市計画マスタープラン策定支援業務委託仕様書 

 

第 1条 業務の名称 

朝霞市都市計画マスタープラン策定支援業務委託 

 

第２条 業務の目的 

本市では朝霞市都市計画マスタープランを平成 17（2005年）年 3月に策定（平成 28年 11月改

訂）して以降、まちづくり施策を展開し充実を図ってきた。しかしながら、今後の少子・高齢化や公共施

設の老朽化といった将来課題や、安心安全なまちづくりの観点から都市全体での防災性強化など、よ

り望ましい都市構造へ改善を図り、将来にわたり暮らしやすいまちを維持し続ける取組に早い段階か

ら着手する必要がある。また、現行マスタープランが令和 7（2025 年）年度に計画期間の終期を迎え

ることから、総合計画の策定や諸計画との整合を図り、まちづくりを計画的に進めるため作成する。 

 

第３条 履行期間 

契約締結の日から令和８年３月２０日まで 

 

第４条 業務対象範囲 

朝霞市全域とする。 

 

第５条 法令等の順守 

本業務は、本仕様書によるほか、次に掲げる関係法令等に準拠し、実施するものとする。 

（１）都市計画法 

（２）都市再生特別措置法 

（３）建築基準法 

（４）朝霞都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（埼玉県） 

（５）第 5次朝霞市総合計画 

（６）朝霞市公共施設等総合管理計画 

（７）朝霞市都市計画マスタープラン（平成 28年 11月改訂） 

（８）都市計画運用指針（国土交通省） 

（９）朝霞市立地適正化計画 

（10）朝霞市地域公共交通計画 

（11）朝霞市各種上位、関連計画 

（12）その他の関係法令並びに諸規則等 

 

第６条 配置技術者 

受託者は、以下の要件を満たす管理技術者・照査技術者を配置するものとする。 

（１） 管理技術者 

業務の総括責任者となる管理技術者は、都市計画マスタープランに関する業務実績を１件以



上有し、「技術士（建設部門：都市及び地方計画）」又は「ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画）」

の資格を有する者を配置するものとする。なお、令和 5年８月時点で継続中の業務について

は、業務実績には含まれない。 

（２）照査技術者 

業務全般の照査を行う照査技術者は、「技術士（建設部門：都市及び地方計画）」又は「ＲＣＣ

Ｍ（都市計画及び地方計画）」の資格を有する者を配置するものとする。なお、管理技術者と

の兼務は不可とする。 

 

第７条 提出書類 

受注者は、本事業の着手にあたり、以下の書類を発注者に提出し、承認を得るものとする。また、作

業実施期間中は進捗状況を随時報告するものとする。 

（１）業務着手届 

（２）現場責任者等選任届、経歴書、雇用関係を証する書類（健康保険証の写し等） 

（３）業務工程表 

（４）各種認証取得証明書 

（５）業務実施計画書 

（６）その他発注者が必要と定めたもの 

 

第８条 業務内容（予定） 

１ 令和 5年度（初年度） 

（１）都市の現状把握 

都市の状況（人口・世帯数の動向（将来推計も含む）、土地利用、交通体系、産業動向、市

街化動向、都市基盤施設整備等）について整理する。 

（２）市民意向の把握 

市民意向調査の方法について比較検討し、意向調査を行う。意向調査は、発注者と協議

の上、実施手法やスケジュールを確定する。なお、同年度に総合計画策定に向けた市民アン

ケートが実施される予定であり、このアンケートと連携、調整を図って実施すること。 

（３）事業等の進捗状況把握 

庁内各課へのヒアリング等を通じて、現行の都市計画マスタープラン（以下、現行計画）に

記載された事業や取組の進捗状況を把握する。 

（４）策定計画の基本的な構成や地域別構想の地域区分の検討 

近年の他都市の計画の構成などを情報収集したうえで、策定する都市計画マスタープラ

ン（以下、策定計画）の基本的な構成を複数案検討し、比較検討を行う。 

 

  



２ 令和 6年度（第２年度） 

（５）現行計画の評価 

令和５年度（３）の調査等を踏まえて策定から現在までの施策の実施状況や効果の確認を

行い、現行計画の達成状況を評価する。 

（６）都市づくりの課題整理 

現行計画の評価や市民意向把握の結果、将来人口推計等に基づき、都市づくりに向けた

課題分析を行った上で、上位計画や関連計画に位置付けられている方針、計画及び施策を

踏まえ、今後の都市づくりにおいて解決すべき事項を抽出し、整理する。 

（７）将来都市像及び都市構造の検討 

総合計画等の上位計画及び都市づくりの課題を踏まえ、本市における将来の都市づくり

を進めていく上での基本理念、目標及び将来都市像を検討するとともに、今後目指すべき将

来都市構造のあり方を検討する。総合計画の策定が平行して進むことから、総合計画の目

標等との整合を図る。また、立地適正化計画や地域公共交通計画等を踏まえたコンパクト・

プラス・ネットワークの実現に留意すること。 

（８）全体構想の検討 

将来都市像を踏まえ、都市づくりの目標を実現するため、全体を踏まえた土地利用の分

野及び地域ごとの構想となる都市づくりの方針を検討する。基本的には現行計画における区

分を基本とするが、令和５年度（４）等の検討を踏まえて検討する。 

   （参考：現行計画の分野別方針） 

① 土地利用分野 

② 道路交通分野 

③ 緑・景観・環境共生分野 

④ 市街地整備分野 

⑤ 安全・安心分野 

（９）市民参画の実施 

全体構想や地域別構想に市民の声を反映させるとともに、策定計画の策定後も継続的に

まちづくりへの市民参加を促すことを目的として、まち歩きや地域別のワークショップ等の市

民参画の手法を検討し、発注者と協議のうえ具体的な実施手法やスケジュールを設定して

実施する。 

   （参考：前回市民参画の実績） 

地域別懇談会 ５地域 × ５回 

 

3 令和 7年度（第 3年度） 

（１０）地域別構想の検討 

全体構想の検討を踏まえ、地域の状況、特性及び課題等をより即地的に把握し、地域別

の詳細な課題及び方針を整理し検討する。なお、地域区分は、現行計画では 5 地域を基本

としているが、業務内容（４）や（７）、（８）等の検討を踏まえて必要に応じて変更を行う。 

  



（１１）推進方策の検討 

計画推進のための方策として、全体構想及び地域別構想を実現するための各種制度や事

業等の取組方法を検討する。また、住民や事業者との協働によるまちづくりに向けた仕組み

づくりや、計画の進捗管理方法についても併せて検討する。 

（１２）策定計画（素案）の作成 

策定計画の素案及び、計画の概要を取りまとめた概要版の素案を作成する。 

（１３）市民参画の実施 

作成した策定計画（素案）に対する意見聴取を効果的に行うことを目的として、発注者と協

議の上、具体的な実施手法やスケジュールを設定して実施する。 

（１４）策定計画の作成 

市民合意形成で得られた意見をとりまとめ、意見への対応方針を検討して策定計画（素案）

に反映させ、策定計画を作成する。 

 

4 共通業務 

（1）策定中の総合計画との整合及び連携 

令和５年度から令和７年度にかけて策定中の総合計画と連携し、整合を図る。 

（2）庁内検討会議開催支援 

令和５年度に 2回、令和 6年度に４回、令和 7年度に４回、（全 10回）開催を想定。資料

等の作成、会議への同席・助言及び議事録の作成を行う。 

（3）都市計画審議会開催支援 

令和５年度に 2回、令和 6年度に４回、令和 7年度に４回、（全 10回）開催を想定。資料

等の作成、会議への同席を行う。 

（4）打合せ協議 

業務の打合せの回数は、業務着手時、中間時、成果品納入時を含み、令和５年度に３回、

令和６年度に４回、令和 7 年度に４回（全 11 回）とする。なお、業務の遂行上、別途協議が必

要と判断された場合は、発注者との協議により随時打合せの場を設けるものとする。受注者

は、発注者と業務上の打合せ事項について打合せ記録簿を作成し、発注者に提出するとと

もに、その内容について確認を受けるものとする。 

（５）情報発信支援 

策定過程や各年度で実施する市民参加の取組について広く周知するため、効果的な情報

発信の手法等について発注者と協議し、実施の支援を行う。 

 

第９条 成果品 

本業務における成果品は次のとおりとする。また、ほかに中間報告及び成果品があれば、発注者・

受注者協議のうえ、発注者の指示のとおりとする。 

［令和 5年度］ 

（１）令和 5年度業務報告書（Ａ４パイプファイル等）・・・・・・・・・・・2部 

（２）上記成果の電子データ（ＣＤ－Ｒ等）・・・・・・・・・・・・・・・・1式 



［令和 6年度］ 

（１）令和 6年度業務報告書（Ａ４パイプファイル等）・・・・・・・・・・・2部 

（２）上記成果の電子データ（ＣＤ－Ｒ等）・・・・・・・・・・・・・・・・1式 

［令和 7年度］ 

（１）令和 7年度業務報告書（Ａ４パイプファイル等）・・・・・・・・・・・2部 

（２）朝霞市都市計画マスタープラン（A４版 製本用電子データのみ）・・・・１式 

（３）朝霞市都市計画マスタープラン概要版（Ａ４版 製本用電子データのみ）１式 

（４）上記成果の電子データ（ＣＤ－Ｒ等）・・・・・・・・・・・・・・・・1式 

 

第１０条 成果品検査 

受託者は、各年度の業務完了後、所定の手続を経て、市の検査を受けなければならない。市から本

業務に適合しないとして修正の指示があった場合には、速やかに措置を行うものとする。 

 

第１１条 支払 

市は、各年度の委託契約業務の完了を確認した後、支払請求書を受理したときは、年度ごとに、一

括して委託料を支払うものとする。 

なお、契約締結後に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の改正により消費税等の率に変動が生じ、

契約の業務に対する契約金額について新税率が適用される場合は、契約を何ら変更することなく、市

は契約金額に相当する消費税額等を加減して支払うものとする。 

また、支払いは予算の範囲内で各年度に完了した業務の出来高払いとする。 

 

第１２条 特記事項 

（１）資料の貸与 

発注者が貸与する資料の取扱いについては、受注者は貸与された資料等のリストを作成して発注者

に提出する。また、貸与された資料については、良識ある判断に基づき、資料の破損、紛失、盗難、外

部への漏洩等の事故のないように取扱うとともに、作業終了後、速やかにこれを返却するものとする。 

 

（２）再委託 

本業務の全部を第三者に再委託してはならない。また、本業務の一部を第三者に再委託するときは、

あらかじめ市に書面により報告し、市の承認を得ること。 

 

（３）法令遵守 

業務の実施に当たり、関係法令を遵守すること。 

 

（４）守秘義務 

本業務上知り得た情報等については、市の承諾なしに本業務以外で使用してはならない。また、第三

者に対し漏えいしてはならない。なお、この守秘義務は契約終了後も継続するものとする。受託者の責

により秘密が漏えいし、市が損害を受けた場合、受託者はその損害に対し賠償の責を負う。 



 

（５）個人情報の保護及び障害のある方への適切な対応 

受託者はこの契約に基づく業務を実施する場合は、別紙のとおり個人情報取扱特記事項及び障害

者差別解消に関する特記仕様書に記載の内容を遵守しなければならない。 

 

（６）情報セキュリティ等に関する取り決め 

本業務において送信する電子メール及びデジタルデータについては、コンピュータウィルス感染に対

する予防、検出及び駆除のための最新の処理を実施するものとする。 

また、本事業において取り扱う各種資料やデジタルデータについて、受注者は情報セキュリティの重

要性を認識し良識ある判断に基づき、資料の破損、紛失、盗難、外部への漏洩等の事故のないように

慎重に取扱い、管理運用を行う。 

 

（７）瑕疵責任 

業務完了後に、受託者の責に帰すべき理由による成果品の不良箇所があった場合は、受託者は速

やかに必要な訂正、補足等の措置を行うものとし、これに係る経費は受託者が負担するものとする。 

 

（８）成果品の管理及び帰属 

本業務で得られた成果物の所有権、著作権及び利用権は、市に帰属する。また、受注者は著作者人

格権を行使できないものとする。受注者は市の許可なく成果品等を第三者に公表、貸与、使用、複写、

遺漏してはならない。 

 

第１３条 工程管理 

受注者は、業務実施計画書に基づき、適切な工程管理を行い、随時作業の進捗状況を発注者に報

告するものとする。作業中に不測の事態や重大な事故等が発生した場合には、直ちに発注者に報告し

なければならない。 

 

第１４条 安全の確保 

受注者は、作業従事者に対する安全の確保について、労働基準法等を遵守し適切な措置を講じなけ

ればならない 

 

第１５条 完了検査 

受注者は、成果品提出後に発注者の検査を受けるものとし、発注者から仕様書の定めに適合しない

ものとして修正の指示があった場合は、速やかに修正を行い再検査の合格をもって完了とする。 

受注者は、業務完了後、遅滞なく発注者に対して業務完成届、その他必要書類を提出するものとす

る。 

 

第１６条 成果品の帰属等 

本事業の成果品については、ソフトウェアの著作権及び所有権を除き全て発注者に帰属するものと



し、発注者の許可なく他に公表、貸与、使用、複写、遺漏等してはならない。 

 

第１７条 成果品の品質等 

受注者は、本事業完了後といえども、納入成果品が仕様書に定める仕様、品質又は数量に関して契

約内容に適合しない場合は、成果品の納入後１年間、受注者の負担において、納入成果品の補修、代

替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完をする責を負うものとする。 

 

第１８条 守秘義務 

受注者は個人情報保護に関する法律等を遵守するとともに、本事業の遂行上知り得た内容、個人情

報及びその他一切の事項を、いかなる場合でも第三者に漏らしてはならない。また、契約期間満了後

も同様とする。 

２ 受注者は、発注者が求める守秘義務に万全を尽くすよう、従事者の教育及び指導を徹底しなけ

ればならない。 

 

第１９条 損害賠償 

受注者は、本事業実施中に発注者及び第三者に事故等の損害を与えた場合、受注者は必要な措置

を講じるとともに、発注者にその状況及び内容等を速やかに報告し、その対応は発注者の指示に従う

ものとする。この場合、受注者は発注者の責による損害を除き、生じた事故等に対して一切の責任を

負い、損害賠償等についても受注者の責任において解決するものとする。 

 

第２０条 疑義 

本仕様書の記載内容及び定めのない事項について疑義が生じた場合は、発注者と受注者が都度協

議し、受注者は発注者の指示に従い業務を遂行するものとする。ただし、業務遂行上必要と認められ

る軽微な内容については、受注者の費用及び責任において実施し、本事業の遂行に支障を来さないよ

う努めなければならない。 

 

第２１条 担当部署 

朝霞市 都市建設部 まちづくり推進課 都市計画係（朝霞市役所 本館５階） 

 住 所 〒３５１－８５０１ 朝霞市本町１－１－１ 

 電 話 ０４８－４６３－２５１８（直通） 

 ＦＡＸ ０４８－４６３－９４９０ 

 メール mati_zukuri@city.asaka.lg.jp 


